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互いの文化の違いや素晴らしさについて理解を深める機
会となった。

シンガポール青少年の受入
同年 11月には、10人のシンガポール青少年団が本
県を訪れ、本県からの派遣団員との交流活動や県庁への
表敬訪問、桜島を望むことができる島津家別邸の「仙厳
園」の見学、日本で唯一の国立体育大学である鹿屋体育
大学での剣道体験などを行った。また、２泊３日の農民
泊体験も行い、ホストファミリーと、野菜の収穫や料理、
陶芸体験を楽しむ等、シンガポールの青少年に、鹿児島
の自然や文化を理解してもらえたのではないかと感
じた。

今後の展開
以下、本事業に参加した本県青少年の感想である。
「建築関係の勉強をしている私は、シンガポールの都
市計画や無料開放された公共施設の充実ぶりに驚いた」
「国際交流の楽しさ、他者との対話の重要性をより多
くの人に伝えて、国際交流の輪を広げていきたい」
「将来は、鹿児島と海外の地域をつなぐ人と関わる活
動に携わってみたいと考えるようになりました」
こうした取り組みを通じて、本県青少年のグローバル
な感覚が磨かれ、郷土鹿児島を愛する心が育まれている

鹿児島県では、1982年に「第１回鹿児島・シンガポー
ル交流会議」を開催して以来、２年ごとに相互の地で交
流会議を開催し、経済、観光、芸術・文化、青少年など、
幅広い分野における交流を展開してきている。2026年
に日本とシンガポールが国交樹立 60 周年（SJ60）を
迎えるにあたり、その礎の一つともいえる本県とシンガ
ポールの交流の歩みを、青少年交流と芸術文化交流の両
面から紹介する。

Ⅰ　青少年交流
本県では、次代を担う青少年リーダーを育成し、両国・
地域間の友好親善に寄与することを目的に、隔年で青少
年の派遣・受入を行ってきており、本県からは、1990 年
度以降262 人を派遣し、シンガポールからは、2003 年
度以降 98人を受け入れている。

建国 60 周年のシンガポールにて
2025 年度は、本県からシンガポールへ 10人の青少
年を派遣した。2025 年はシンガポール建国 60周年記
念の年にあたり、現地の学校を訪問し、建国を祝う式典
に参加したり、ステージ発表を見学したりするなど、現
地学生との交流を行った。また、ナショナルデーカーニ
バルにも参加し、シンガポールの人々の自国への誇りと
祝意を強く感じる機会となった。ホームステイでは、お
互いの日常生活や文化、学生生活などについて語り合い、

鹿児島県とシンガポール
深まる青少年・芸術文化交流の絆

鹿児島県総務部男女共同参画局青少年男女共同参画課／観光・文化スポーツ部文化振興課
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現地の学校の生徒と本県の代表的な民謡「おはら節」を一
緒に踊り、交流を深めました。

ホストファミリーと知覧武家屋敷庭園を散策
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術文化団体との交流を行っている。
これらの取り組みは 1992 年度から行っており、相
互理解を深めるとともに、持続的な交流関係を築いて
いる。

SJ60―2026 年の交流
2025 年度は、県高等学校ダンス発表会で最優秀賞を
受賞した霧島市立国分中央高等学校ダンス部をシンガ
ポールに派遣した。
参加者は、SJ60 を迎えた 2026 年２月に開催された
チンゲイパレードのプレパレードに出演し、鹿児島に古
くから受け継がれている音楽を現代風にアレンジした作
品で、軽快かつ躍動感あふれる踊りを披露した。
パフォーマンスは、多くの観客から称賛を受け、日本
の伝統文化の新たな魅力を海外に発信できた。また、参
加者からは「多様な文化交流を通じて調和の重要性を感
じた」「鹿児島の踊りを海外で披露でき嬉しかった」「他
の国の人ともダンスを通じて、文化交流をもっと行って
いきたい」との声が寄せられており、異文化交流の意義
や本県の郷土文化の魅力発信の重要性を再認識すること
ができた。
 

今後の展望
2027 年度はシンガポールから芸術文化団体を受け入
れる予定であり、さらなる交流促進を図りたい。本事業
は単なる互いの文化紹介にとどまらず、地域の活性化や
県民の国際感覚向上に資するものであり、今後の両国の
友好および芸術文化交流の深化の礎になるものと期待し
ている。これまで築かれた交流によるつながりを今後も
大切にしていきたい。

と考えている。また、シンガポールの青少年にも本県の
文化や自然についての理解を深めてもらえており、引き
続き、一層の交流につながるような取り組みを進めてい
きたい。

Ⅱ　芸術文化交流
青少年交流とともに、鹿児島県とシンガポールとの絆
を支えているのが、芸術文化分野における交流である。

事業の目的と内容
「鹿児島・シンガポール交流会議」の合意事項に基づき、
本県では隔年で芸術文化団体の相互派遣・受入による芸
術文化の相互交流も行っている。
この取り組みを通じて、シンガポールとの芸術文化交
流の促進を図り、県民の国際感覚を高めるとともに、郷
土文化の発展に寄与することを目的としている。

これまでの実績
これまで本県からは、県内の手工芸家や高校マーチン
グバンド、和太鼓保存会、ジャズダンスチーム、舞踊団
体など多様な分野の芸術文化団体をシンガポールへ派遣
し、アジア最大級の多文化ストリートパレード「チンゲ
イパレード」などに参加して、本県の伝統文化などの魅
力を紹介している。また、各団体は現地での交流会出席
や視察なども行い、異文化についての学びを深めている。 
本県への受入れでは、シンガポールのオーケストラや
ダンス団体を招聘（しょうへい）し、県内各地の文化祭
および県民文化フェスタなどにおける公演や、県内の芸

2023年度日置市総合文化祭

2025年度チンゲイパレード
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翻訳、食事、会話の積み重ねで育っていくものだと実感
した。
また、外国人向け観光情報を発信する「Visit Takata

（Instagram_@visit_takata）」の SNS 運営や、市民向
け広報紙での連載を通じて、陸前高田の景色、食、祭り、
暮らしを英語で紹介した。自分が本当に良いと思った風
景や人との出会いを、自分の言葉で伝えること、その積
み重ねが、地域の魅力を海外に届ける第一歩だと感じた。
特に印象に残っているのは、震災から 10年を迎えた
時期の海外メディア対応である。シンガポールの新聞を
含む海外メディアの取材調整や通訳を行い、被災地の今、
復興の歩み、そして地域の人々の思いを海外へ届けるお
手伝いをした。シンガポール人である私が陸前高田の魅
力を伝えることで、故郷の人々にもこのまちを知っても
らえたことは、大きな喜びだった。
着任当初は、シンガポールという都市で育った自分が、
地方で暮らしていけるのか不安もあった。しかし、海や
山に囲まれた環境、地域の祭り、漁業や食文化、そして
何より温かい人々との出会いが、私の考え方を変えてく
れた。地域の人々は、外国人である私を特別扱いするの
ではなく、一人の住民として自然に迎え入れてくれた。
そこで得た「地域に根ざして信頼をつくる」という感覚
は、今も私の仕事の土台になっている。

2026 年、日本とシンガポールは外交関係樹立 60周
年を迎える。私にとって日星関係は、遠い国同士の外交
というより、自分の人生そのものに重なる身近なテーマ
である。シンガポールで育った私は、幼い頃から英語と
中国語に囲まれて生活してきた。日本語を学び始めた
きっかけは日本の文化への関心だったが、学べば学ぶほ
ど、言葉を使って人と地域をつなぐ仕事がしたいと思う
ようになった。
学生時代には香港大学のプログラムで東日本大震災の
被災地を訪れ、宮城県石巻市雄勝町の複合体験施設
「MORIUMIUS」で復興に関わる人々の話を聞いた。そ
の経験は、私にとって日本との関係を大きく変える出来
事だった。観光客として日本を見るだけでなく、地域の

課題や人々の思い
に触れ、自分も何か
の形で力になりた
いと考えるように
なった。その後、上智
大学への交換留学
や MORIUMIUS で
のインターンシッ
プを経て、2019 年
に JET プログラム
の国際交流員（CIR）
として岩手県陸前
高田市に着任した。

陸前高田で学んだ交流の原点
陸前高田市での主な仕事は、翻訳・通訳、外国人向け
の情報発信、シンガポールとの交流事業の調整などで
あった。同市は東日本大震災後、シンガポールから大き
な支援を受け、市民が集う施設や図書館、総合交流セン
ターなど、まちの復興と交流を支える場が整備された。
私は、シンガポールからの訪問者を案内したり、市内外
に向けてシンガポールとのつながりを紹介したりしなが
ら、国際交流は式典やイベントだけでなく、日々の説明、

地域に根ざし、世界をつなぐ
JET プログラム経験者　Sarah Chu（サラ・チュウ）

5

Visit Takata の投稿（陸前高田市のゆるキャラと川崎フロ
ンターレのゆるキャラが高田松原津波復興祈念公園にて追
悼している姿）

陸前高田市の稲刈り式
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クレアで広がった 
自治体国際化の視野
JET プログラム終了後は、クレア東京本部でプログラ
ム・コーディネーターとして勤務した。多文化共生課で
は、自治体や国際交流協会向けの研修、見学ツアー、情
報発信などを担当し、外国人住民を支える仕組みづくり
を学んだ。陸前高田で感じた「現場の温かさ」を、制度
や施策としてどのように広げていくのか、自治体・国際
交流協会の人々と接する中で、地域の国際化には、言語
支援だけでなく、相談体制、地域住民との接点、行政内
部の理解など、多くの要素が必要であることを知った。
その後、交流支援部経済交流課でも業務を担当した。
自治体職員協力交流事業（LGOTP）では、海外の自治体
職員を日本の自治体で受け入れ、行政ノウハウの共有や
地域の国際化を進める取り組みに関わった。また、「食を
通じた地域のプロモーション・交流事業」では、海外の
インフルエンサー、メディア、旅行会社を地域へ招き、
食や文化、体験を通して地域の魅力を発信するFAMツ
アーに携わった。栃木県佐野市のツアーでは、いちご、
佐野ラーメン、紙すき体験、ムスリム対応など、多様な
参加者の視点を踏まえた地域プロモーションの可能性を
感じた。
クレアでの経験を通じて、自治体の国際化は「海外に
発信すること」だけではないと学んだ。相手の文化、宗
教、生活習慣を理解し、地域側の強みを分かりやすく整
理し、関係者が継続して連携できる仕組みをつくること
も大切である。日星関係を支える人材交流や経済交流も、
こうした丁寧な調整の積み重ねの上に成り立っているの
だと思う。

現在の仕事、 
そしてこれからの日星関係
現在は日本のグローバル・コミュニケーション企業で、
主にパブリックアフェアーズやステイクホルダーコミュ
ニケーション、市場調査などの業務に携わっている。例
えばヘルスケア分野では、クライアントの政策決定者へ
のステークホルダーエンゲージメントを支援するほか、
地域コミュニティーにおけるマルチステークホルダーの
取り組み、ならびにクライアントの記者会見の実施・イ
ベント運営支援も行っている。また、クライアントが新
しく海外市場に参入する際には、対象国の支社チームと
連携し、現地の政策・基準・政策動向を調査した上で、
ステークホルダーへのエンゲージメントプランを設計・
支援するといった業務も行っている。自治体、国際交流、
経済交流の現場で培った経験は、民間の立場で政策や市
場を考える今の仕事にもつながっている。
日本とシンガポールは、規模も社会の成り立ちも異な
るが、人材、ビジネス、観光、医療、教育など、互いに
学び合える分野は数多くある。シンガポールに関わるプ
ロジェクトに触れるたび、双方の制度や価値観を理解し、
相手に伝わる言葉に置き換える役割の重要性を感じる。
私はこれまで、JET プログラム、クレア、そして現在の
民間企業での仕事を通じて、両国の関係は政府間だけで
なく、地域、企業、コミュニティー、そして一人ひとり
の行動によって支えられていると感じてきた。
SJ60 は、これまでの歩みを振り返る節目であると同
時に、次の 60 年
を考える機会でも
ある。シンガポー
ル人として日本の
地域に受け入れて
いただいた経験を
大切にしながら、
これからも日本と
シンガポールの間
で、人、地域、政
策、ビジネスをつ
なぐ役割を担って
いきたいと思う。 現在：地元でありながら

観光客気分を味わうCLAIR 時代：佐野市 FAMツアーの集合写真
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統括する拠点としての役割を強めていった。この過程で、
物流、金融、地域本部機能が集積し、地方の中堅・中小
企業でも、海外展開を視野に入れる動きが徐々に広がっ
ていった。
2000年代以降は、グローバル・バリューチェーンの
進展とともに、日本企業の進出形態はさらに多様化した。
ICT、金融、研究開発、コンサルティングなどの知的・サー
ビス集約型分野で、シンガポールの存在感は高まり、大
企業に限らず、中堅・中小企業にとっても、輸出や販路
開拓を超えた協業や価値創出を目指す展開が現実的な選
択肢となってきた。かつて日本からシンガポールへの輸
出は工業製品が中心であったが、近年では食品をはじめ
とする地域産品を含む消費財の輸出も着実に拡大し、輸
出構造は多様な分野へと広がっている。

中小企業の新たな挑戦

こうした変化を背景に、中堅・中小企業でも海外展開
への関心と意欲が一層高まっている。越境 ECやオンラ
イン商談の普及により、企業規模や立地条件に左右され
にくい海外展開が可能となっており、シンガポールはそ
の実証と展開の場として、引き続き重要な役割を果たし
ている。
このような中、2024 年 9 月にジェトロシンガポー
ルでは、「中小企業海外展開現地支援プラットフォーム」
を立ち上げ、在シンガポールの日本の自治体、地方銀行、
その他関係機関、現地専門家などとの連携のもと、海外

進出 70 年の歩み

日星国交樹立から60周年を迎えた現在、日本とシンガ
ポールの経済関係は、産業分野の広がりに加え、ビジネ
スの手法や連携のかたちが進化し、かつてない発展段階
にある。本稿では、日本企業の進出の歩みや地域産品の
展開を軸に、これまでの経緯と今後の方向性を紹介する。
シンガポールは、戦後早い段階から日本にとって重要
な貿易拠点として機能してきた。1950年代以降、商社
や製造業を中心に、日本企業が東南アジア市場へ展開す
る際の結節点としての役割を担ってきた。こうした流れ
の中で、ジェトロは 1956 年にシンガポール事務所を
開設し、今年で 70周年を迎える。開設当時は、海外市
場に関する情報提供や見本市・商談会の開催など、製造
業や商社による輸出拡大を実務面から支える取り組みが
中心であった。
現在では、企業を取り巻く海外展開の環境は大きく変
化している。中堅・中小企業による海外進出、農林水産
物・食品の輸出、スタートアップの国際連携など、取り
組みは大きく広がっており、ジェトロの支援もその変化
に対応して高度化してきた。その背景には、単に製品を
輸出するだけでなく、シンガポールを拠点として現地の
ニーズを捉え、新たな価値を生み出そうとする姿勢の広
がりがある。日本企業の海外展開は、「売る」ことから「現
地とともに価値を創る」段階へと進みつつある。

輸出拠点から協業の場に

日本企業のシンガポール進出の推移を振り返ると、そ
の姿は時代とともに大きく変化してきた。1960年代当
時、日本からシンガポールへの輸出や進出は、工業製品
を中心とした商社や一部製造業が主体であり、同国は主
に輸出拠点として位置付けられていた。1980年代から
1990年代にかけて、日本企業の海外直接投資は拡大し、
シンガポールは東南アジア諸国連合（ASEAN）地域を

挑戦する地域企業、進化するシンガポール市場への挑戦
日本貿易振興機構（JETRO）シンガポール事務所　シニアディレクター　青沼　秀人

6

2024 年 9 月 6 日　中小企業海外展開現地支援プラット
フォーム 立ち上げ式
（於：在シンガポール日本国大使館）ジェトロ撮影
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展開に取り組む日本企業へのきめ細かな支援に取り組ん
でいる。これにより、海外展開の初期段階から現地定着
に 至るまで企業の挑戦を後押しする、ワンストップの
支援の提供が図られている。

市場の魅力と競争の現実

こうした動きの背景には、企業を引きつける魅力と競
争の厳しさも併せ持つシンガポール市場の特性がある。
同国は所得水準が高く、日本文化や日本製品への関心
も強い。特に食品分野では、食料自給率の低さから市場
は開かれており、日本産食品に対する受容性も高い。ま
た一般消費財についても、ブランド志向の高い消費者層
の存在もあり、多くの日本企業が参入を図っている。

こうした市場環境を踏まえ、日本企業のみならず自治
体でも、地域資源を活用した海外展開支援やプロモー
ションの取り組みが広
がっている。官民連携
による輸出促進や地域
ブランドの発信、デジ
タルツールの活用や東
南アジア全域を対象と
した MICE 事業を通
じて、地方企業でも海
外市場にアクセスする
機会は確実に広がって
いる。

もっとも、シンガポールの魅力は世界各国の企業にも
共有されており、市場は既に成熟し、あらゆる分野で高
度な競争が展開されている。そのため、単に品質の高さ
を訴求するだけでなく、現地のニーズや社会課題を的確
に捉え、それに応える提案を行うことが不可欠である。
こうした競争環境は、日本企業にとって自らの強みを磨
き、価値を高める契機ともなっている。

Food & Hospitality Asia 2026 でのジャパンパビリオン
の様子（ジェトロ撮影）

共創ー 60 年の本質ー

日星関係は 60年の節目を迎えたが、その本質はこれ
までも、そしてこれからも「共創」にある。地域の中堅・
中小企業がシンガポールを起点に新たな価値創出へ挑戦
することは、両国関係のさらなる深化につながるもので
ある。ジェトロとしても、こうした企業の取り組みを後
押しし、現地との連携を通じた価値創出を引き続き支援
していきたい。

-------------------------------------------------------
【脚注（URL明示）】
・�ジェトロ「世界貿易投資報告（GTIR）」
   �https://www.jetro.go.jp/world/gtir/
・�経済産業省『通商白書』
   �https://www.meti.go.jp/report/whitepaper/index_
tuhaku.html

農林水産物・食品輸出支援プラッ
トフォーム（シンガポール）　ラ
イブコマース事業（ジェトロ
撮影）

一般消費財（HS コード 23、33、34、42、61、62、63、
96）のシンガポール向け輸出額推移（2020年～ 2025年）
参照：財務省貿易統計
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グなどである。さらに、この市場の大きな特徴として、
訪日リピーターの割合が非常に高い点が挙げられる。何
度も日本を訪れる彼らは、回数を重ねるごとに大都市圏
の賑やかさだけでなく、地方ならではの独自の体験や、
ゆったりとした時間を求める傾向にある。
地方への直行便が限られるというアクセス面の影響も
あり、2025年の宿泊統計では東京や大阪などの「三大
都市圏」が全体の約 67.1%を占めている。しかし、三
大都市圏以外の地方における宿泊率は前年度比 13.8%
増と大幅な伸びを記録し、シンガポール旅行者の関心が
着実に日本の「地方」へと向いていることがうかがえる。
※�三大都市圏には、東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県、
大阪府、京都府、兵庫県、愛知県を含む

デジタルとリアルを融合した 
地方観光の魅力発信
地方への関心が高まるなか、JNTOシンガポール事
務所では、まだ知られていない地方の魅力を現地へ届け
るため、日々の活動でさまざまな工夫を凝らしている。
・新たなキャンペーン「Go Japan Lah!」の展開
外交関係樹立 60周年の本年、地方への誘客をさらに
加速させるための新キャンペーンを始動した。当地で高
い人気と信頼を誇るトップクリエイターを日本の地方へ
招請し、彼らの目線で自然、文化、食などの魅力を
SNS で発信することで地方訪問を後押しする。同キャ

はじめに
日本とシンガポールが外交関係樹立 60周年を迎えた
今、両国が幅広い分野で築いてきた信頼関係の中でも、
「観光」は市民レベルの相互理解と親善を深める柱とし
て特に重要な役割を果たしてきた。
日本政府観光局（JNTO）シンガポール事務所も、
2026年で設立20周年となる。この20年間、シンガポー
ルのマーケットをリサーチし、シンガポールの人々に向
けて日本の魅力を伝えるプロモーションを続けてきた。
本稿では、年々増加する訪日シンガポール人の最新動向
を紐解きながら、JNTOが地方自治体の皆様と連携し
て取り組む、日本の「地方」への誘客に向けた活動につ
いて紹介する。

訪日シンガポール人の最新動向と、
地方への関心
シンガポールからの訪日旅行需要は、一時的な流行に
とどまらず、長年にわたり力強い伸びを見せている。
2025 年の訪日シンガポール人数は、前年比 5.1％増の
72万6,200人に達し、過去最高を記録した。シンガポー
ルの国籍人口は約 360 万人であり、単純に計算すると
「国民の約 4.9 人に 1人」が 1年間に日本を訪れたこと
になる。
シンガポールの人々を引き付ける魅力は、美しい四季
の景色や雪、温泉など、熱帯気候の現地では体験できな
いコンテンツ、また、日本の多様な食文化やショッピン

訪日シンガポール人の最新動向と地方誘客へのアプローチ
日本政府観光局シンガポール事務所　次長　平岡　佳奈枝

7

シンガポール人訪日数の動向（JNTO統計より作成） GO Japan Lah! キャンペーンキービジュアル
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 日本・シンガポール外交関係樹立 60周年（SJ60）

ンペーンでは他にも特設ウェブサイトの開設やフォトコ
ンテストなども予定している。
・リアルイベントにおける「都道府県おみくじ」の実施
JNTOシンガポール事務所では現地で開催される旅
行博などに積極的に出展し、来場者と直接触れ合う機会
を大切にしている。その中で好評を博しているのが、日
本の伝統文化「おみくじ」を活用したユニークな試みだ。
全国の都道府県に番号を割り当て、引いた番号に応じて
地方の情報が記載
された特製おみく
じを配布する。ゲー
ム感覚で楽しみな
がら、これまで知
らなかった地方に
興味を持つ非常に
良いきっかけと
なっている。

自治体の皆様と連携した 
プロモーション
海外からの誘客を成功させるためには、JNTO単独
のプロモーションにとどまらず、受け入れ側となる地域
の皆様や地方自治体と密に連携することが欠かせない。
具体的な連携事例としては、以下のような取り組みを
行っている。
事例 1：現地旅行イベントでの連携
シンガポールで毎年開催される最大の旅行博「NATAS 
Holidays」では、多くの自治体の皆様と共に「ジャパ
ンパビリオン」を構成して共同出展し、現地の旅行者へ
地域の魅力を直接アピールした。また、若年層やポップ
カルチャーを好む人々が集まるアジア最大級のイベント
「AFA（Anime Festival Asia）」でも、自治体国際化協
会（CLAIR）と連携して出展した。アニメの舞台となっ
た聖地や地域の魅力を紹介するなど、ターゲット層に合
わせた多様なアプローチを展開している。
事例 2：招請事業での連携
自治体と連携した招請事業では、JNTOが持つ当地
の目線と、地域側で持つおすすめコンテンツや受け入れ
状況に関する情報を融合させ、効果的な取材行程を共同
作成した。また、地域側での働きかけにより当地メディ
アの取材の様子が国内メディアに報道された事例があ

る。これによりシンガポールでの露出にとどまらず、日
本国内でも当該市場の情報が発信され、訪日外国人旅行
客に対する理解向上につながった。

NATAS Holidays 2025 での「ジャパンパビリオン」

まとめ 
日本とシンガポールが歩んできたこれまでの 60 年
は、互いの経済を支え合い、文化を伝え合い、多くの人々
が行き来して強い絆を深めてきた歴史だ。両国のコミュ
ニティーや民間団体、そして自治体の皆様が熱意を持っ
て続けてこられた多様な取り組みが、現在の賑やかな観
光交流の土台となっている。
これからの未来に向けて、JNTOシンガポール事務
所は自治体や地域関係者の皆様の最良のパートナーであ
り続け、シンガポールの人々に「心に残る、意味のある
特別な体験」を楽しんでいただけるよう、地方の素晴ら
しい魅力をこれからも発信し続ける。この記念すべき年
をきっかけに、
両国の懸け橋
となる人々の
往来がさらに
盛んになり、
次の世代へと
つながる新た
な絆が生まれ
ていくことを
心から願って
いる。

都道府県おみくじ

日本国内メディアによる取材の様子


